
人口 面積 人口密度 人口集中地区人口 産業構造

人

人

％ 就 人 人 人

人 業 ％ ％ ％

人 人 人 人 人

％ 口 ％ ％ ％

千円 千円 千円

1 歳入総額 Ａ ① 過疎

2 歳出総額 Ｂ ② 農工

3 歳入歳出差引額 Ｃ ③ 山村振興

（Ａ-Ｂ） 4 低開発

4 繰越すべき財源 Ｄ 5 人口急増

5 実質収支 Ｅ ⑥ 特定農山村

（Ｃ-Ｄ）

6 単年度収支 Ｆ ① ごみ 8 消防救急

7 積立金 Ｇ 2 し尿 9 職業訓練

8 繰上償還金 Ｈ 3 火葬場 10 山林

9 積立金取崩し額 Ｉ 4 道路 11 介護保険

10 実質単年度収支 Ｊ 5 伝染病 12 その他

（Ｆ+Ｇ+Ｈ-Ｉ） 6 [　　　　　]

7 結核予防

　※　４ページ債務負担行為支出予定額に再掲

一 般 職 員 等 特 別 職 員 等

千円

千円
有

無
世帯

無

無
人

無

無
円

有

無
円

円

収 支 額

普 通 会 計 か ら の繰 入 額 245,286

3,888

5,987

議 会 議 長

議 員

304,811

[平均額]

財 政 調 整 基 金

312,392

447,808

303,729

18,283

1　庁舎等建設

2　国際化推進

加 入 世 帯 数

被 保 険 者 数

債 務 負 担
行 為 ３ 年 度
以 降 支 出
予 定 額

区 分

物件取得

損失補償等

報 酬 改 定
実 施 年 月 日

878,491

878,491

その他

計　　※

国
保
会
計
の
状
況

下水道

遠野東工業団地整備

405,233
被 保 険 者 一 人
当 た り の 費 用

公
営
企
業
等
の
状
況

2,402

被 保 険 者 一 人 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

0

77,503

4,734

収 支 額
[千円]

水道

119,345
一 世 帯 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

153

２年度末残高

283,639 265,028

479,657 654,503

763,296 919,531 そ
の
他
特
定
目
的
基
金
の
状
況448,998

19,261,080

1,493,869

減 債 基 金22,491,445

23,254,741 20,180,611

3,811

令和２年度 区 分

コ ー ド 番 号

ふ り が な岩 手 県

－
１ 次

27年

22年

増減率

Ⅰ－0

Ⅰ－1

２ 次区 分

市 町 村 類 型

△ 4.3

825.97 31.4

ｋ㎡ １ｋ㎡当　人

昭和35年10月1日以降の合併の状況

とおのし

令和２年度財政状況

（決算カード）

市 町 村 名

032085

指 定 団 体 等 の 状 況

03.3.31

２年度交付税

種 地 区 分

国勢調査

20.8

4,424 7,212

31.0 50.5

4,162 6,979

25,896

26,378

３ 次

遠野市

27年

令和元年度区 分

22年

国勢調査

国
勢
調
査

29.6 49.6

2,632

平成17年10月1日
　遠野市と宮守村の新設合併
　併　厚生・消防一部事務組合編入

28,062

29,331

2,923

増減率

住
基
人
口

18.4

02.3.31

△ 1.8

知的障害者施設△ 281,084 △ 98,732

△ 174,846 37,874

341,570

258,550

計

事 務 の 共 同 処 理 状 況

819,620

土地開発基金
現 金

土 地

483,861

9　その他

45,562

14,010

497,687

3　地域基盤

5　保健医療

6　環境保全

4　社会福祉

7　産業の振興

8　教育・文化

49

14

教 育 公 務 員

区 分

281,80513,808,425

87,084,119

4,147,240

給 料 月 額 Ｂ
人 円 支給月額 B/A

職 員 数 Ａ 一 人 当 た り の

平成28年4月1日

平成17年10月1日

平成17年10月1日

一 般 職 員

うち技能労務職員

合 計 331

282

100,892,544

市 町 村 長

副 市 長

308,809

296,231

平成17年10月1日

平成17年10月1日

区 長

教 育 長

臨 時 職 員

消 防 職 員

[平均額]

副 議 長

316,953

245,286

42,571

418,658

0 0

4

538,516

623,730

16,829

20

326,000

8

0

介護保険（サービス）

88,724

103

114,967

平成17年10月1日

介護保険（事業）

後期高齢者医療

国民健康保険（直診）

国民健康保険（事業） 2,402

法適
用の
有無

事 業 名

5,900

一人当たり平均月額(円）

（令和2年4月1日現在の状況）

302,000

789,000

654,000

普通会計からの繰入

8

3

職員数
[人]

568,000

375,000

－１－



歳　入 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

市 町 村 税 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

徴収率

類型 Ⅰ－0遠野市

区 分 決 算 額 経常一般財源 構 成 比 30 年 度 01 年 度 02 年 度 30 年 度 01 年 度 02 年 度
千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

△ 3.9

地 方 譲 与 税 363,207 363,207 3.5 1.6 1.6 1.5 0.2 9.5 9.2

地 方 税 2,669,199 2,669,199 25.5 14.8 13.8 11.5 5.3 △ 4.9

18.2

地 方 消 費 税 交 付 金 627,336 627,336 6.0 2.6 2.3 2.7 6.2 △ 11.0 36.1

利子割・ｺﾞﾙﾌ場交付金 1,651 1,651 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 11.4 △ 52.8

配 当 割 交 付 金 4,491 4,491 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 18.0 21.3 △ 4.2

特別地方消費税交付金

自 動 車 ・ 軽 油 交 付 金 3 3 0.0 0.3 0.1 0.0 5.4 △ 51.0 △ 100.0

株式等譲渡所得割交付金 5,233 5,233 0.1 0.0 0.0 0.0 △ 33.9 △ 42.8

△ 34.9

地 方 交 付 税 7,550,334 6,694,542 64.0 38.0 36.6 32.5 △ 3.3 △ 1.4 2.3

地 方 特 例 交 付 金 21,894 21,894 0.2 0.1 0.2 0.1 26.7 241.7

内 訳
普 通 6,694,542 6,694,542 64.0 34.0

特 別 855,792

32.5 28.8 △ 4.1 △ 2.0 2.0

4.0 4.1 3.7 4.0 3.5 4.6

△ 2.1

分 担 金 ・ 負 担 金 74,369 0.7 0.5 0.3 2.0 △ 23.5 △ 24.5

交通安全対策交付金 3,666 3,666 0.0 0.0 0.0 0.0 1.4 13.4

△ 0.7

手 数 料 107,823 0.6 0.6 0.5 1.5 △ 3.9 △ 12.3

使 用 料 534,432 25,731 0.3 2.7 2.7 2.3 0.4 △ 0.1

156.8国 庫 支 出 金 5,549,663 10.4 10.7 23.9 △ 17.1 5.3

△ 14.4

財 産 収 入 64,243 1.1 0.3 0.3 163.1 △ 76.0 21.8

県 支 出 金 1,184,031 5.9 6.9 5.1 △ 22.9 19.7

145.3

繰 入 金 738,891 5.6 4.5 3.2 6.7 △ 17.0 △ 18.9

寄 附 金 181,784 0.4 0.4 0.8 7.3 6.7

0.1

諸 収 入 579,824 41 0.0 3.5 3.6 2.5 △ 6.3 5.2 △ 20.5

繰 越 金 919,531 5.1 4.5 3.9 △ 5.6 △ 7.6

△ 6.1

合 計 23,254,741 10,463,530 100.0 100.0 100.0 100.0 △ 7.0 2.5 15.2

地 方 債 2,026,600 6.6 10.7 8.7 △ 36.6 66.6

区 分
決 算 額 基 準 税 額 × 超過課税収入額 30 年 度 30 年 度 01 年 度 02 年 度

千円 100/75       千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ ％

01 年 度 02 年 度

市 町 村 民 税
個人分 868,516 934,628 30.2 31.8 32.6 1.9 0.0 △ 1.7

法人分 232,405 271,546 39,775 17.1 12.8 8.7 56.1 △ 28.5 △ 34.7

固 定 資 産 税 1,283,989 1,210,561 83,530 42.8 45.2 48.0 △ 3.2 0.4 2.4

内
訳

土 地 330,922 305,060 21,906 11.5 12.0 12.4 △ 4.2 △ 1.3 △ 0.4

家 屋 585,760 543,241 38,774 19.0 20.6 21.9 △ 3.5 3.2 2.3

償 却 資 産 345,202 332,787 22,850 11.5 11.8 12.9 △ 2.0 △ 2.5 5.3

市 町 村 交 付 金 22,105 29,473 0.8 0.8 0.8 △ 0.1 △ 0.7 0.2

6.1

市 町 村 た ば こ 税 183,995 186,083 6.7 6.8 6.9 △ 3.7 △ 3.6 △ 2.1

軽 自 動 車 税 100,294 98,473 3.2 3.4 3.8 1.6 2.5

特 別 土 地 保 有 税

鉱 産 税

法 定 外 普 通 税

目的税

入 湯 税

都 市 計 画 税

そ の 他

旧 法 に よ る 税

合 計 2,669,199 2,701,291 123,305 100.0 100.0 100.0 5.3 △ 4.9 △ 3.9

区 分 現 年 課 税 分 滞 納 繰 越 分 合 計

市 町村 民税 99.0 39.8 1.1

純固定資産税 99.0 28.9 1.2

1.3合 計 99.0 33.0

市町村名

法 人 事 業 税 交 付 金 31,989 31,989 0.3 0.1

116.1自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金 14,547 14,547 0.1 0.0 0.1

154.0

－２－



性質別歳出 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

千円

千円

千円

千円

目的別歳出 35行 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

Ⅰ－0

前年度繰上充用金

100.0 △ 7.0 2.7 16.8合 計 22,491,445 12,639,936 3,002,608 100.0 100.0

諸 支 出 金

1,057.8

公 債 費 2,185,602 2,150,670 13.3 11.9 9.7 △ 4.8 △ 8.5 △ 4.6

災 害 復 旧 費 126,398 82,213 1.3 0.1 0.6 △ 68.3 △ 95.4

△ 10.8

教 育 費 2,419,772 1,398,369 839,795 9.9 13.7 10.8 △ 3.9 42.1 △ 8.2

消 防 費 860,564 528,717 346,067 3.4 5.0 3.8 12.6 51.3

112.6

土 木 費 1,617,405 1,127,304 460,344 9.5 7.6 7.2 △ 2.3 △ 17.5 10.1

商 工 費 1,955,377 651,213 805,567 5.2 4.8 8.7 12.3 △ 5.3

105.7

農 林 水 産 業 費 1,242,931 732,516 142,785 6.8 7.9 5.5 △ 7.1 19.6 △ 18.4

労 働 費 33,547 20,428 0.1 0.1 0.1 78.0 △ 25.4

△ 0.5

衛 生 費 1,436,016 1,069,436 58,484 7.4 7.7 6.4 9.8 6.8 △ 3.5

民 生 費 4,746,200 2,449,593 92,600 24.4 24.7 21.1 △ 5.7 4.1

△ 2.8

総 務 費 5,716,781 2,278,625 256,966 17.9 15.7 25.4 △ 14.9 △ 10.0 89.4

議 会 費 150,852 150,852 0.7 1.5 0.80.8 0.8

02 年 度
千円 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ ％

区 分 決 算 額 一 般 財 源 普通建設事 業費 30 年 度 01 年 度 02 年 度 30 年 度 01 年 度

0.0

合 計 22,491,445 12,639,936 10,784,630 100.0 100.0 100.0 △ 7.0 2.7 16.8

内
訳

失 業 対 策 事 業
10,463,530

28.6 △ 9.2

災 害 復 旧 事 業 126,398 82,213
・経常一般財源
  総額（歳入） 1.3 0.1 0.5 △ 68.3 △ 95.4 1,057.8

単 独 事 業 1,337,889 457,014
13,403,232

6.1 7.7 5.9 △ 38.1

33.1 △ 1.7

補 助 事 業 1,664,719 79,247 ・歳入一般財源 6.1 8.2 7.4 △ 5.9 37.7 5.3

普 通 建 設 事 業 3,002,608 536,261
9,538,752

12.2 15.9 13.3 △ 25.3

13.8 △ 33.8 21.1 2.1

う ち 人 件 費 18,217 18,217 0.2 0.2

投 資 的 経 費 3,129,006 618,474
・経常経費充当の
　一般財源

13.5 16.0

0.1 3.0 △ 1.6 △ 51.1

42.7 42.7 51.8 0.7 3.0 40.9

0.0

小 計 11,624,557 6,394,619 3,965,026 36.8

前 年 度 繰 上 充 用 金

9.4 6.3 5.6 △ 0.1 △ 31.3 2.9

3.1 3.6 23.8 24.4 36.52.5

繰 出 金 1,251,860 1,050,130 594,437 5.5

投資及び出資金･貸付金 801,393 393,304

△ 9.6 138.4

積 立 金 602,181 507,034

うち一部事務組合負担金 126,322 126,322 125,106 1.2

3.2 2.4 2.7 16.7 △ 22.3 28.0

0.6 0.6 19.3 △ 17.5 4.00.8

補 助 費 等 4,675,292 1,465,458 724,661 6.7

17.0 5.2 0.8 7.6

維 持 補 修 費 477,547 393,929 393,929 3.7 1.2

7.6 11.5 20.8 △ 10.4 56.8 110.2

1.0 2.1 △ 36.4

△ 3.3 △ 2.6

物 件 費 3,816,284 2,584,764 2,251,999 20.9 18.8 18.4

小 計 7,737,882 5,626,843 5,573,726 51.6 43.8 41.3 34.4 △ 2.0

内
訳

元 利 償 還 金 2,185,218 2,150,286 2,150,286 △ 4.6

一 時 借 入 金 利 384 384 384 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 23.7

19.9 13.3 11.9 9.7 △ 4.8 △ 8.5

△ 24.1 5.2

△ 0.3 △ 2.6

公 債 費 2,185,602 2,150,670 2,150,670 19.9 13.3 11.9 9.7 △ 4.8 △ 8.5 △ 4.6

扶 助 費 2,700,624 785,573 780,859 7.2 14.8 14.4 12.0 △ 0.8

△ 1.8 △ 1.1

う ち 職 員 給 1,848,656 1,737,570 1,737,570 16.1 9.9 9.5 8.2 △ 1.0 △ 1.1 0.5

人 件 費 2,851,656 2,690,600 2,642,197 24.5 15.7 15.0 12.7 △ 0.6

区 分 決 算 額 一 般 財 源 うち経常
一般財源

経常収
支比率

30 年 度 01 年 度 02 年 度 30 年 度 01 年 度 02 年 度
千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ ％

市町村名 遠野市 類型

(減収（特例分・猶予特例

債・臨財債を加算）

(減収（特例分）・臨財含）

－３－



類 型

年　度　 30年度 01年度 02年度
　区　分

千円 千円 千円

1,736,713 1,600,107 1,493,869

（ 90.9 ） （ 90.9 ） （ 91.2 ）

注 １ 　経常収支比率欄の（　）は，減収補てん債（特例分）及び臨時財政対策債を除いた率である。
　 ２   自主財源 ＝ 地方税＋分担金・負担金＋使用料・手数料＋財産収入＋寄附金＋繰入金＋繰越金＋諸収入
　 ３   一般財源 ＝ 地方税＋地方譲与税＋地方交付税＋利子割交付金＋地方消費税交付金＋ゴルフ場利用税交付金
　　　　　　　　  ＋特別地方消費税交付金＋自動車取得税交付金＋地方特例交付金

財政力指数
（３ヶ年平均）

積立金現在高

債務負担行為額

実質公債費比率

50.6

債務負担行為支出
予定額

基準財政需要額

災害復旧等に係る
基準財政需要額

45.9

11.3

49.2

8.0

18.4

8.610.2

57.4

19.7

27.3

実質収支比率

一般財源比率

普通建設事業費の
うち一般財源等比率

5.8

9.0

債務負担行為比率

積立金現在高比率

公債費比率

債務負担行為支出予定
額を加えた公債費比率

公債費負担比率

起債制限比率

債務負担比率

地方債比率

公債費の標準財政規模
に対する割合

経常収支比率

地方債現在高比率

88.1

166.8

自主財源比率

経常一般財源比率

87.2

167.4

34.5

98.7

2.7

4.5

1.2 0.6

4.9

29.8

3.7

20.4

18,926,337 18,906,850

12,113,910 12,124,222

2,756,6941,411,517

国保会計財政調整
基金現在高

内
訳

政 府 資 金

県 貸 付 金

そ の 他

280,291 310,718

9.5

17.6

2.6

30.8

25.9

96.8

1.7

3.6

7.8

16.0

401,820

基準財政収入額

標準財政規模

353,403 303,729

市 町 村 名 遠野市 Ⅰ－0

（旧市） Ⅰ－１
（旧村） Ⅱ－１

（旧市） Ⅰ－１
（旧村） Ⅱ－１

（旧市） Ⅰ－１
（旧村） Ⅱ－１

17.9

財政調整基金現在
高

4.5

減債基金現在高

48.5

6.2
交付税種地区分

年　度　
　区　分

30年度 01年度 02年度

279,334

0

171.4 6,782,628 6,657,462

25.2

6,812,427

97.9

88.4

23.5 21.6

3,268,136

12,184,921

0 0

12.6 11.5 11.1

24.5

地方債現在高
18,842,383

2,984,310

10,659,136 10,581,389

2,617,218

878,491

9,396,072 9,457,223 9,648,785

1,626,456 1,511,234 1,430,609

279,294 1,355,448

2,818,445 2,953,690

3,175,812 2,732,731

10,693,298

0.29 0.30 0.31

普通建設事業費のうち
一般財源等の比率

実質収支

〇 地方債比率 ＝
地方債充当額

普通建設事業費
〇 一般財源比率 ＝

一般財源
歳入総額

〇 地方債現在高比率＝
経常一般財源収入額

標準財政規模 一般財源等（一般財源振替分等を含む）
地方債現在高

＝

〇

〇 積立金現在高比率

〇 経常一般財源比率

＝
積立金現在高
標準財政規模

債務負担行為比率 ＝
翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源

標準財政規模　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額

〇 債務負担比率 ＝
標準財政規模　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額

債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源

〇 自主財源比率 ＝
自主財源
歳入総額

＝
標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額

〇 ＝
一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）

普通建設事業費

実質収支比率〇

－４－
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実質収支（02表） 479,657

標準財政規模（00表） 10,693,298

一般財源（05表01～14行3列＋5列） 11,289,884

歳入総額（05表35行１列） 23,254,741

一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）(13表12行11列） 536,261

普通建設事業費（13表12行01列） 3,002,608

地方債充当額（13表12行10列） 1,377,671

普通建設事業費（13表12行01列） 3,002,608

公債費充当一般財源（13表32行１１列） 2,150,670

一般財源総額（歳入一般財源）（05表35行3列＋5列） 13,403,232

債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源（37表）

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表） 10,693,298 - 1,430,609

翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源（37表）

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表） 10,693,298 - 1,430,609

積立金現在高（29表06行4列） 2,617,218

標準財政規模（00表） 10,693,298

自主財源（04表より計算） 5,870,096

歳入総額（05表35行１列） 23,254,741

経常一般財源収入額（05表35行5列） 10,463,530

標準財政規模（00表） 10,693,298

地方債現在高（33表） 18,842,383

一般財源等（一般財源振替分等を含む）（13表41行11列） 11,293,550

公債費（13表32行） 2,185,602

標準財政規模（00表） 10,693,298

国庫支出金及び県支出金充当額（13表12行） 757,951 + 56,847

普通建設事業費（13表12行）

その他

○　公債費比率（債務含む） 35表（ア－オ）※＋37表05行16列（公債費に準ずる債務負担行為） 720,061 + 160,626

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表）

○　公債費比率 35表（ア－オ）※ 720,061

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表）

※公債費充当一般財源（繰上償還額及び転貸債償還額に係る分を除く）－　災害復旧費等に係る基準財政需要額

4.49

〇 一般財源比率 ＝ ＝ 48.549 48.5 48.55

〇 実質収支比率 ＝ ＝ 4.486 4.5

17.86

〇 地方債比率 ＝ ＝ 45.882 45.9 45.88

〇
普通建設事業費のう
ち一般財源等の比率

＝ ＝ 17.860 17.9

16.05

〇 債務負担比率 ＝
160,626

＝ 1.734 1.7 1.73

〇 公債費負担比率 ＝ ＝ 16.046 16.0

4.9 4.85

〇 積立金現在高比率 ＝ ＝ 24.475 24.5 24.48

〇 債務負担行為比率 ＝
449,449

＝ 4.852

25.24

〇 経常一般財源比率 ＝ ＝ 97.851 97.9 97.85

〇 自主財源比率 ＝ ＝ 25.243 25.2

〇 国県支出金比率 ＝ ＝ 27.136 27.1

166.84

〇
公債費の標準財政規
模に対する割合

＝ ＝ 20.439 20.4 20.44

〇 地方債現在高比率 ＝ ＝ 166.842 166.8

＝ ×1,000 ＝ 77.738 77.7 77.74
9,262,689

27.14
3,002,608

＝ ×1,000 ＝ 95.079 95.1 95.08
9,262,689

地方税，分担金及び負担金，使
用料，手数料，財産収入，寄附
金，繰入金，繰越金，諸収入


